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2019年3月 中期経営方針
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 基本方針
-「いかなる時代にも対応できる、力強い企業体であり続けること」
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 事業方針
- 「掘り下げる」
- 「拡げる」

プロモーション

掘り下げる

動画・映像
制作 拡げる

ブランディング P R

拡げる



事業環境
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 テレビCM市場は最大で年2％程度のペースで縮小する一方、デジタルシフトの加速に
より、オンライン動画広告市場は年20%程度のペースで成長が見込まれる

 その中では、当社が手掛けてきた高単価のブランド動画も成長するが、低中単価動画
の伸びが大きくなる
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テレビCM制作とオンライン動画制作市場規模推計・予測（2019年– 2025年）

※ 電通「日本の広告費」、みずほ銀行産業調査部、サイバーエージェント オンラインビデオ総研/デジタルインファクト、当社分析
※ 新型コロナウイルスによる影響は推計・予測に含んでおりません

（単位：億円）



広告主のニーズ
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メディア

ミックス志向

自社製品・
サービスへの

理解

コミュニケー
ション全体の
設計と運用サ
ポート

制作会社との
直接取引ニーズ年間広告費１～10億円程度の

企業やベンチャー企業
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AOI TYOグループ スローガン

未来を、感動を、人を、プロデュース。

「 未 来 を 」は 、 成 長 領 域 へ の チ ャ レ ン ジ

「 感 動 を 」は 、 強 み の 一 層 の 深 掘 り

「 人 を 」は 、 資 産 で あ る 人 が 成 長 す る 場

こ れ ら を グ ル ー プ 社 員 一 丸 と な っ て 、 プ ロ デ ュ ー ス す る

※プロデュース：モノ、コト、価値を生み出すこと



テーマと重点施策

5

テーマ：「グループ全体のプロデュース機能のアップデート」

重点施策：「事業セグメントの再構築」

① 事業・組織構造の変革
② 各事業における取り組みの明確化
③ グループ経営の深化・強化とコスト削減



セグメントと注力すべき取り組み
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コンテンツプロデュース事業
広告会社を主な顧客として広告映像制作、

ポストプロダクションを手掛ける

受託事業のテコ入れ

低中単価デジタル案件の取り込み

ポストプロダクション事業の多角化

VR／ARを含むxRコンテンツの企画、制作

コミュニケーションデザイン事業
広告主との直接取引を中心にソリューション
提供、ならびにPR・イベント等を手掛ける

リピート顧客層の拡大

全エグゼキューションの請負

統合型マーケティング・プランニング提供



現体制図（2020年6月）
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AOI TYO Holdings

連結子会社 33社
うち国内 19社
うち海外 14社



新体制図（2021年1月予定）
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AOI TYO Holdings

ほか海外4社、投資事業組合1社

K&L 祭Mediator

TCA本部 Quark tokyo

ZEO ペッププランニング ジゴワット

xpd（予定）
社長：早川 和良
従業員数 約360名

TYOﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ﾜｰｸｽ ドワーフ部門TYO PR

コミュニケーションデザイン事業

C3Film

デジタル・ガーデン メディア・ガーデン

TTR ルーデンス

TREE : Digital Studio（予定）
社長：足立 晋一
従業員数 約300名

社長：潮田 一
従業員数 約500名

社長：早船 浩
従業員数 約310名

コンテンツプロデュース事業

ほか海外9社

tko

連結子会社 23社
うち国内 10社（-9社）
うち海外 13社（-1社）



コンテンツプロデュース事業
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 業界トップシェアやこれまで培ったノウハウを強みに、高クオリティ、
高生産性を追求してテコ入れを図るとともに、市場の伸びが期待される
低中単価のデジタル動画市場へ対象を拡大

新規/デジタル案件受注強化 売上高+50億円以上

制作外部コスト削減

• 営業管理手法の見直し
• 若手プロデューサー育成
• プラットフォーマーからの受注獲得

• 購買専門部署への集約

削減2.5億円

受託事業のテコ入れ：実行利益率33%以上 低中単価デジタル案件取り込み：売上高+6億円以上

• 大手広告会社以外からの低中単価案件は制作一本化
• 段階的に実行利益率を50%へ引き上げ
• アカデミー（AOI Film Craft Lab.）からの人材発掘と

ビデオグラファーネットワークの拡充

ポストプロダクション多角化：売上高+5億円以上

• MA（音声編集）、カラーグレーディング、CG拡大
• 低中単価動画案件の編集
• バーチャルスタジオ
• イベント領域中心にxR事業展開



コミュニケーションデザイン事業
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 企業のコミュニケーションを、全体設計から具体的なカタチを作り上げる
ところまで手掛ける

 顧客基盤の強化を図るとともに、より高付加価値なサービスを提供

売上高
＋90億円

• 広告・マーケティングソリューション領域において、映像から、
デジタルソリューション、PR、イベント、空間デザイン等、全
方位型のエグゼキューションを単独で提供可能

強み①

• 予算を含めた効率性とスピード感を担保可能

強み②



人事戦略
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 人材マネジメント方針

基本方針：「記憶に残り後世に語り継がれる感動を生み出す人材を輩出する」

コアワード： ①一緒に ②倫理観 ③挑戦

 グループ人事戦略
- 新卒採用における母集団形成・選考管理の統一化

- 評価制度・報酬体系の見直し

- 育成環境・キャリア開発の環境構築



コスト削減
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 リモートワーク等の働き方の変化によりオフィス系コスト・交通費等
を削減

 生産性を高めることでコーポレート系コストを適正化

オフィス関連
コスト ▲5.5億円

• 地代家賃 ：▲4.8億円
オフィス集約、賃貸面積3割減

• 消耗品費 ：▲0.3億円
リモートワーク推奨

• 水道光熱費 ：▲0.3億円
オフィス集約、リモートワーク

コーポレート系
コスト

• 人件費、外注費
業績連動分等（削減ピークは
FY2022）

• 業務委託費・支払手数料
オフィス/システム統合による
効率化

その他一律
削減コスト

• 接待交際費/旅費交通費/会
議費：▲3億円

一律3割減
• 広告宣伝費 ：▲0.4億円
• その他経費 ：▲1億円
一律1割減

削減額
最大20億円

▲10億円 ▲4.5億円

（参考）
2019年度コスト

204億円
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■売上 680億円 ■営業利益 44億円



売上高構成比
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EBITDA
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FY2020
見込

+4,300

+2,200 ▲550

+2,000 ▲1,000

連結調整
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財務 EBITDA 57億円 （2020年度見込▲2.3億円）

ROE 10％以上
非財務 従業員のエンゲージメント向上

SDGsへの貢献

KPI 2025年度
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株主還元
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 基本方針

- 連結配当性向 30%以上

恒常的な企業価値向上を目指しつつ、継続的かつ安定的な配当を行うという
観点も踏まえ、業績に応じた適正な利益配分を実施



免責事項
当資料には、当社の計画と見通しを反映した将来予想に関する記述を含んでおりま
す。

かかる将来予想に関する記述は、当社が現時点で入手可能な情報を基にした予想値
であり、これらは経済環境、競争状況、新サービスの成否等、不確実な要因の影響
を受けます。従いまして、実際の業績はこの資料に記載されている将来予想に関す
る記述とは大きく異なる場合があることをご承知おきください。

また当社は、この資料の開示後において、かかる将来予想に関する記述を更新して
義務を負うものではありません。

ご不明な点がございましたら、下記までご連絡ください。
お問い合わせ窓口（http://aoityo.com/ja/contact.html）
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